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能
中 期 目 標 中 期 計 画 平成１７年度計画 分 平成１７年度実績 受 評 コメント

野 の 価
別

Ｃ.適合性評価分野 Ｃ.適合性評価分野 Ｃ.適合性評価分野 Ｃ.適合性評価分野 受適
安全の確保や経済取引の適正

・JNLA（JIS法に基づく試験事業者化・円滑化に資するため、計測 １．工業標準化法に基づく試験 １．工業標準化法に基づく試験 １．工業標準化法に基づく試験事業者登録関係業務（ＪＮＬＡ） 動
評 認定制度）は、制度改正による大結果等の信頼性確保と相互受入 事業者登録関係業務（ＪＮＬＡ） 事業者登録関係業務（ＪＮＬＡ） 及び２．計量法に基づく校正事業者認定関係業務（ＪＣＳＳ） 型

試験事業者の登録を迅速かつ 幅な範囲拡大により、登録審査件れの促進を目指して、試験事業 (1)試験事業者の登録を迅速かつ (1)
効率的に実施するため、評定委員 (1) 数が前年度の3倍（83件）に対し者、校正事業者、分析事業者等 効率的に実施するため、評定委員
会を適時開催するとともに、試験 ①ＪＮＬＡ て、審査員の増強を図り、内外のの能力の認定を国際規格・指針 会を適時開催するとともに、試験
事業者の登録申請を一層容易にす ・申請受付け： １７年度 ８３件（うち、既認定事業者の登録 審査員の有効活用を行い、大幅なに基づいて行うとともに、計量 事業者の登録申請を一層容易にす
るため、既に公表している登録区 申請５５件、新規事業者２ 申請の増大に対し的確かつ迅速に標準物質の維持・管理を行う。 るためのガイダンス文書を作成
分及び共通分野に係る不確かさガ ８件） 対応したのは、高く評価できる。また、経済産業省に係る法令等 し、公表する。
イダンス文書の見直しを行い、改 １６年度 ２６件 ・JCSS（計量法に基づく校正事業者に基づく審査、検査、検定を行 また、登録制度実施に係る説明
訂が必要な場合には更新し、公表 １５年度 ９件 認定制度）は、登録件数は54件とう。 会を開催し、申請者の利便性及び
する。 １４年度 ６件 今期最大の登録、加えて審査登録登録処理の効率化を図る。
また、登録制度実施に係る説明 １３年度 １５件 と同じ審査業務量である定期検査１．工業標準化法に基づく試験
会を開催し、申請者の利便性及び を51件実施に対して、外部審査員事業者登録関係業務 ＪＮＬＡ（ ）
登録処理の効率化を図るとともに ・評定委員会開催：１７年度 ７回 の効率的活用、全事業者との新制(1) 工業標準化法に基づく試験 、
登録制度を普及するための広報を １６年度 ７回 度への移行更新審査の審査工程の事業者の登録関係業務を審査内
行う。 １５年度 ６回 綿密な調整により、的確に実施し容の国際的水準を維持しつつ迅

１４年度 ６回 たことは、高く評価できる。速かつ効率的に実施する。
１３年度 ６回 ・NITEは試験所・校正機関認定機関また、ＪＮＬＡ制度の信頼性

のアジア太平洋地域機関であるAPを向上させ、その適切な普及を
（ 、 、 、 、図るために必要な調査を行う。 ・登録件数： １７年度５１件 うち１７年度申請分３４件 LACで 理事 技術委員会委員長
１６年度申請分１７件） MRA文書化委員会の委員長を務め

１６年度 １６件 た。ILACでは、MRA経済効果WG議
、 。(2) 国際貿易の技術的障害であ (2)審査資格を有する職員の増強 (2)審査資格を有する職員の増強 １５年度 ３件 長 校正等検討WG 議長を務めた

を図るため、資格取得に係る講習 １４年度 １０件 加えて、MRA国際査察チームへAPAる二重の検査等の排除を目的に を図るため、資格取得に係る講習
会、教育訓練を他の認定プログラ １３年度 １８件 LC加盟国中最大の評価委員を派ワンストップ・テスティングを 会、訓練等を実施する。
ムと共同で少なくとも年２回実施 遣、APLAC技能試験の15％を提供実現するため、
する。 ・６０日を超える評定委員会での審議待ち件数： する等、最大の国際貢献をしてい①アジア太平洋試験所認定協

１７年度 ６０件中０件 るのは、高く評価できる力機構（ＡＰＬＡＣ）との
(3)工業標準化法の遵守状況を確認 １６年度 １０件中０件 ・広報について戦略的広報を展開し相互承認（ＭＲＡ）の維持 (3)工業標準化法の遵守状況を確

、 、②国際試験所認定協力機構 Ｉ 認するため必要に応じて同法に基（ するため、必要に応じて同法に基 １５年度 ３件中０件 た結果 これら認定制度の認知度
づく立入検査を実施する。 １４年度 １０件中０件 信頼度が向上し、制度の普及に繋ＬＡＣ）のＭＲＡの維持 づく立入検査を実施するととも
ＡＰＬＡＣ（アジア太平洋試験 １３年度 １８件中２件 げていることは、評価できる。③ＡＰＬＡＣ及びＩＬＡＣに に、ＡＰＬＡＣ（アジア太平洋試
所認定協力機構 及びＩＬＡＣ 国係る人的貢献 験所認定協力機構）及びＩＬＡＣ ） （
際試験所認定協力機構)の相互承認 ・登録申請から通知までの期間 ・受動的業務の枠を超える努力によ等を行う。 （国際試験所認定協力機構）の相
（ＭＲＡ）の条件を満たした運営 １７年度に処理した案件には、標準処理期間（１５０日）を超 り、今後の業務を効率的に行える互承認（ＭＲＡ）の条件を維持す
を引き続き行うとともに、希望す えたものはない。また、登録申請から登録通知までの期間が１年 ようになった。るため、希望する登録試験事業者
る登録試験事業者に対して認定国 を超えたものもない。 ・改正工業標準化法が施行されJNLAに対して、最新の認定基準である
際基準を用いて定期的に検査を行 の範囲が著しく拡がり，新規技術ＪＩＳ Ｑ １７０２５を用いて
う。 ・不確かさガイダンス文書等 分野が格段に増えた．それに伴っ定期的に検査を行う。
相互承認維持に必要な土木・建 ＪＮＬＡ抗菌性試験に係る技術情報の改訂及び抗菌性試験（Ｊ て申請件数も前年度の3倍にも達また、技能試験を定期的に実施
築関係、電気関係、繊維関係、化 ＩＳ Ｚ２８０１ ５ ２及びＪＩＳ Ｌ１９０２ １０ について したが，従来から進めてきた改正することにより登録試験事業者の ． ．） 、
学品関係／給水・燃焼機器関係及 新規にＪＮＬＡ不確かさ見積もりのガイドを制定・公表し、申請 準備およびNITE内外の人材を駆使試験技術能力を確認する。
び鉄鋼・非鉄金属関係の各技能試 者の利便性の向上を図った。 して問題なく対応した。JCSSも改
験を計画し実施する。技能試験を 正計量法が施行され,同じく前年
効率的に実施するため、これらの ・新ＪＮＬＡ制度施行のためのインフラ整備 度より大幅に申請件数が増加した
各技能試験を含めて、外部の機関 ＪＩＳ規格の改正、区分追加の要望等に対応するため、技術委 が，円滑な対応が行われた。2件
等が実施する技能試験プログラム 員会及び技術分科会を開催（合計１０回）し、公表している登録 の法改正について円滑に施行した
が活用できる場合には、当該技能 区分のすべてについて見直しを行い、見直しの結果を経済省に報 こと，さらにMLAPの3年次更新審
試験プログラムを承認し、活用す 告した。 査も加えて,過去最大の業務量
る。 見直し結果は、平成１７年１０月１７日の登録区分改正の告示 ピークを問題なく対応したことを
技能試験の実施に際し、韓国産 に反映され、登録区分は制度発足時の４８２区分から現在５０９ 高く評価。
業資源部、ＡＰＬＡＣ等から要請 区分に拡大されている。なお、登録区分の見直し作業は引き続き
があった場合には、国外の試験事 行い、経済省の登録区分告示改正作業を支援する。
業者の参加を含め技能試験を実施
する。 ・普及活動

ＪＮＬＡ制度の普及及び登録試験事業者への広報ツール提供の
( ＩＬＡＣについては、総会に ため、リーフレットを３種類作成し、展示会等で配布するととも(4)ＡＰＬＡＣ及びＩＬＡＣに係 4)

。 、 、る人的貢献を図るため、総会及び 参加するとともに、認定政策委員 にホームページで公開した また 外部機関からの要請に基づき
会、ＭＲＡ評議会、技術的認定事 新ＪＩＳ制度及び新ＪＮＬＡ制度の解説セミナーに講師を派遣し関連委員会への参加等を行う。
項委員会の各委員会に委員として た。
参加する。



- 26 -

また、ＡＰＬＡＣについては、 ・説明会
総会に参加するとともに 理事会 認定・登録制度に係る説明会を、ＪＣＳＳ、ＭＬＡＰと共同で、 、
ＭＲＡ評議会、技術委員会等の委 １月に開催した技術情報セミナーで実施。
員会に委員として参加する。 １７年度 １回
さらに、ＡＰＬＡＣ及びＩＬＡ １６年度 １回
ＣのＭＲＡ評価が実施される場合 １５年度 １回
には、職員をＭＲＡ評価員として １４年度 １回
派遣する。 １３年度 ２回

我が国の認定機関間の連絡会 （参考資料Ｃ－１－（１ ）(5)我が国の認定機関間の連絡会 (5) ）
を開催し、内外の認定機関情報の （参考資料Ｃ－１・２－（１ ）を開催し、内外の認定機関情報の ）
共有、評価技術の向上、国際貢献共有、評価技術の向上、国際貢献
のための相互支援を図る。このたのための相互支援を図る。
、 、 、め 同連絡会において 技能試験
審査員研修、試験所認定セミナー
等における相互協力、ＩＬＡＣ、
ＡＰＬＡＣの対応に関する調整の
可能性を検討する。

(6)ＪＮＬＡ制度を通じた我が国の
試験事業者認定制度の信頼性向上(6)ＪＮＬＡ制度の信頼性を向上

、 、させ、その適切な普及を図るため の観点から 以下の調査等を行い
その結果を技術文書及びホームに必要な調査を行う。
ページで公開するとともに試験事
業者等を対象としたセミナー等で
情報提供を行う。
①引き続き抗菌性能の技能試験プ
ログラムにおける均質な技能試験
サンプルの開発・評価を行うとと
もに製造技術を確立する。
②引き続き不確かさの見積もり事
例の作成などに必要な技術的な調
査を行うとともに技能試験試料の
仕様を策定する。

２．計量法に基づく校正事業者認 ２．計量法に基づく校正事業者認 ②ＪＣＳＳ２．計量法に基づく校正事業者
定 関係業務（ＪＣＳＳ） 定関係業務（ＪＣＳＳ）認定関係業務（ＪＣＳＳ）注 注

)校正事業者の認定 を迅速かつ ・申請受付け： １７年度 ６３件(1) 計量法に基づく校正事業者 (1 注

効率的に実施するため、評定委員 １６年度 ４７件の認定関係業務を審査内容の国 (1)校正事業者の認定 を迅速かつ注

会を適時開催するとともに、認定 １５年度 ３７件際的水準を維持しつつ迅速かつ 効率的に実施するため、評定委員 注

区分等の追加等があった場合は、 １４年度 ５０件効率的に実施する。 会を適時開催するとともに、校正
必要に応じて校正事業者の認定 申 １３年度 ３５件事業者の認定 申請を一層容易に注 注

請を一層容易にするためガイダン(2) 国際貿易の技術的障害であ するためのガイダンス文書を作成
ス文書を作成し、公表する。 ・評定委員会開催：１７年度 ６回る二重の検査等の排除を目的に し、公表する。
また、認定 制度実施に係る説明 １６年度 ６回ワンストップ・テスティングを また、認定 制度実施に係る説注 注

実現するため、 会を開催する等、申請者の利便性 １５年度 ６回明会を開催し、申請者の利便性及
①アジア太平洋試験所認定協力 及び認定 処理の効率化を図るとと １４年度 ７回び認定 処理の効率化を図る。注 注

機構（ＡＰＬＡＣ）の相互承 もに、認定 制度を普及するための １３年度 ６回注

認（ＭＲＡ）の維持 広報を行う。
（ 、②国際試験所認定協力機構 ・登録件数： １７年度 ５４件 うち１７年度申請分２５件

(ＩＬＡＣ) のＭＲＡの維 １６年度申請分２９件）
持 １６年度 ４１件
③ＡＰＬＡＣ及びＩＬＡＣに １５年度 ３７件
係る人的貢献 １４年度 ４６件

１３年度 ２１件
等を行う。

注）登録件数には、平成１７年６月末までの旧ＪＣＳＳ制度の認注：上記の計量法に基づく校正事業者
定件数を含む。認定関係業務は、公益法人に係る改革を

推進するための経済産業省関係法律の整
・６０日を超える評定委員会での審議待ち件数：備に関する法律（平成１５年法律第７６

１７年度 ５４件中 ０件号）附則第１条第３号の規定に基づき、
１６年度 ４１件中 １件平成１７年７月１日に登録制度に移行す
１５年度 ３７件中 ０件るため、同日以降上記の当該業務に係る
１４年度 ４６件中 ０件記述中「認定」とあるのは「登録」と読
１３年度 ２１件中１４件み替えるものとする。

・登録申請から通知までの期間
１７年度に処理した案件には、標準処理期間（１５０日）を超
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えたものはなかった。また、登録申請から登録通知までの期間が
１年を超えたものもない。

・技術委員会、技術分科会
計量法改正に伴うＪＣＳＳ制度の変更、横断的な基準文書の改
正等に必要な技術事項を検討するため、技術委員会を２回開催し
た。
さらに各量において、既存文書の改正、技能試験運営等に必要
な技術事項を検討するため、技術分科会を合計３６回開催した。
また、標準供給体制が整備された粘度及び体積について２分科会
を新たに設置し、必要な検討を開始した。
この他にも将来的にＪＣＳＳで立ち上げる可能性のある先端技
術分野の量について、経済省知的基盤課、産総研及び産業界関係
者との事前検討会合・打ち合わせに積極的に参加し、迅速な認定
の立ち上げができるよう支援した。

・ガイダンス文書
既存文書の必要な改正とともに 「トルク 「平面度 「一次元、 」、 」、
回折格子 「座標測定機 「液体体積計（メスシリンダー、フラ」、 」、
スコ 「光減衰量」について技術的適用指針文書を新たに制定・）」、
公表し 「トルク 「平面度 「液体体積計（メスシリンダー、フ、 」、 」、
ラスコ 」について「不確かさの見積もりに関するガイド」文書を）
新たに制定・公表し、申請者の利便性向上を図った。

・説明会
認定・登録制度に係る説明会を、ＪＮＬＡ、ＭＬＡＰと共同で
１月に開催した技術情報セミナーで実施 （再掲）。

１７年度 １回
１６年度 １回
１５年度 １回
１４年度 １回
１３年度 ２回

・計量法改正に伴う説明会
１７年７月に施行された改正計量法による新ＪＣＳＳ制度の手
続きについて、関係団体・工業会との共催説明会や工業会内部の
勉強会での講演を５月に２回、６月に６回行い（延べ数百名が参
加 、新ＪＣＳＳ制度の普及に大きく貢献した。）

・ＪＣＳＳに係る普及・広報活動
イ ＪＣＳＳ及び認定に係る周辺情報の普及・広報のため、２回
の展示会（東京 、計測標準フォーラム及び全国数箇所での各種）

、 。 、講演会に講師を派遣し ＪＣＳＳ制度等の紹介を行った また
、 、新規立上げ分野であるトルク 体積について説明会を行った他

運用変更のある分野についても説明会を実施した。
展示会については、特に１１月の計測展２００５ＴＯＫＹＯ
では、ＪＣＳＳ・ＡＳＮＩＴＥ校正事業者スタンプラリーを主
催し、ＪＣＳＳやＡＳＮＩＴＥの事業者が着実に増加している
ことをＰＲすべく横断的な広報活動を展開し、スタンプラリー
参加者は２２５名と非常に好評であり、展示会参加の事業者内
部においてもＪＣＳＳに対する教育・啓発に寄与した。
また、工業会等の普及委員会等に委員として３名が参加する
とともに、様々なルートを活用して広く産業界にＪＣＳＳ制度
の意義・メリットについて積極的にアピールを行った。
特に、１７年度より発足したＮＭＩＪ計測クラブにおいても、
量別担当者が会合に参加し、計量標準供給やＪＣＳＳをめぐる
情報収集、情報交換に努めた。
ロ ＪＣＳＳの満足度調査や定期検査において、ＩＳＯ ９００
０等の審査員の計測のトレーサビリティに対する理解不足につ
いてのコメントが認定事業者から多く寄せられたため、産業界
における活用を促すべく、昨年度に引き続きＩＳＯ ９０００
等の審査登録機関・審査員研修機関向けにＪＣＳＳの説明会を
２月に１回開催した。
ハ 広報支援ツールとしてＪＣＳＳ校正証明書の意味を説明する
クリアフォルダを作成し、展示会等で配布しＰＲする他、ホー
ムページに認定センターが作成した各種広報ツールを掲載した
ページ「ＰＲお役立ちＢＯＸ」を設置し、事業者の社内教育、
顧客への制度説明等への活用等 事業者へのサービス向上を図っ、
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た。
（参考資料Ｃ－２－（１ ））
（参考資料Ｃ－１・２－（１ ））

審査資格を有する職員の増強 (2)ＪＮＬＡ、ＪＣＳＳ及びＭＬＡＰの各プログラム共同で審査員(2)審査資格を有する職員の増強 (2)
を図るため、資格取得に係る講習 の増強を図るため次のとおり研修等を実施した。を図るため、資格取得に係る講習
会、教育訓練を他の認定プログラ会、訓練等を実施する。
ムと共同で少なくとも年2回実施す ・試験所・校正機関認定審査員研修
る。(再掲） １７年度 ３回

１６年度 ３回
１５年度 ２回
１４年度 ２回
１３年度 ３回

・審査員新規登録数
１７年度 １５名 ＪＮＬＡ１５名 ＪＣＳＳ１３名 重（ ， （

複登録あり）
１６年度 ＪＮＬＡ ２６名；ＪＣＳＳ １名
１５年度 ＪＮＬＡ １０名；ＪＣＳＳ １３名
１４年度 ＪＮＬＡ １３名；ＪＣＳＳ ９名
１３年度 ＪＮＬＡ １８名；ＪＣＳＳ １３名

・審査員連絡会（審査員への最新情報の提供）
１７年度 ４回
１６年度 ３回
１５年度 ２回
１４年度 ２回
１３年度 ２回

・審査員研修（共通）
ＩＳＯ／ＩＥＣ Ｇｕｉｄｅ５８からＩＳＯ／ＩＥＣ １７０１
１への移行及びＩＳＯ／ＩＥＣ １７０２５の改正に伴い、審査員
研修テキストの見直しを行い改正するとともに 「読むテキスト」、
から「見て理解し易いテキスト」へ刷新した。
（参考資料Ｃ－１・２－（２ ））

・技術アドバイザーの登録
審査員研修受講者等から、新規にＪＮＬＡ１０名、ＪＣＳＳ２
２名の技術アドバイザーを登録した。

・ＪＮＬＡ技術研修
繊維担当審査員２２名に技術研修を実施し、繊維関係のＪＩＳ
規格改正に係る最新情報を周知した。また、抗菌性試験に係る技
術研修を１７名の化学系等の審査員に実施し、抗菌性試験に係る
技術情報を提供し、申請件数の多い繊維分野及び抗菌分野の審査
体制強化を図った。
更に、試験における測定の不確かさの評価を適切に実施するた
め 「ＩＡＪａｐａｎ審査員のための不確かさ研修」を東京、名古、
屋、大阪で実施。従来の初級コースに加え中級コースを新設。主
にＪＮＬＡに携わっている審査員７８名が参加し、審査員の技術
能力向上を図った。

・ＪＣＳＳ技術研修
ＪＣＳＳでは 独自に産総研での長期研修修了者に対してのフォ、
ローアップ研修として 「圧力 「質量 「温度 「電気」を行っ、 」、 」、 」、
。 、 「 」、た また 審査員を対象とした校正技術研修として 体積・密度
「ゲージ類 「音響・振動 「長さ・角度」についての研修を実」、 」、
施した。
１７年度 フォローアップ研修 ４回、技術研修 ４回
１６年度 フォローアップ研修 ４回、技術研修 ４回
１５年度 フォローアップ研修 ３回、技術研修 ２回
１４年度 フォローアップ研修 ３回、技術研修 ２回
１３年度 フォローアップ研修 ３回、技術研修 １回

(3)計量法の遵守状況を確認するた (3)(3)計量法の遵守状況を確認する
め、必要に応じて同法に基づく立 ①法律に基づく立入検査は、ＪＮＬＡで事務所移転に伴い２件実ため必要に応じて同法に基づく立
入検査を実施する。 施した。入検査を実施するとともに、ＡＰ
ＡＰＬＡＣ(アジア太平洋試験所 イ ＪＮＬＡ立入検査実績ＬＡＣ（アジア太平洋試験所認定
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認定協力機構）及びＩＬＡＣ（国 １７年度 ＪＮＬＡ ２件協力機構）及びＩＬＡＣ（国際試
際試験所認定協力機構）の相互承 １６年度 ＪＮＬＡ １件験所認定協力機構 の相互承認 Ｍ） （
認(ＭＲＡ)の条件を満たした運営 １５年度 ＪＮＬＡ ２件ＲＡ）の条件を維持するため、希
を引き続き行うとともに、希望す １４年度 ＪＮＬＡ ０件望する認定校正事業者 に対して注 、
る認定事業者 に対して認定国際基 １３年度 ＪＮＬＡ ０件改正された最新の認定基準である 注

準を用いて定期的に検査を行う。 ロ ＪＣＳＳ立入検査実績ＪＩＳ Ｑ １７０２５を用いて
また、長さ、電気等の各区分に １７年度 ＪＣＳＳ ０件定期的に検査を行う。
ついて、必要に応じて持ち回り比 １６年度 ＪＣＳＳ ０件また、技能試験を定期的に実施
較等による技能試験を実施する。 １５年度 ＪＣＳＳ ０件することにより認定校正事業者注

技能試験を効率的に実施するため １４年度 ＪＣＳＳ ４件の校正技術能力を確認する。 、
これらの各区分についての技能試 １３年度 ＪＣＳＳ ８１件
験を含めて、外部の機関等が実施
する技能試験プログラムが活用で ②昨年度発刊された認定機関に対する新国際規格（ＩＳＯ／ＩＥ
きる場合には、当該技能試験プロ Ｃ １７０１１）への適合のため、迅速にマネジメントシステムの

、 、 、 、グラムを承認し、活用する。 見直しを行い システム文書の改正 審査員への周知 内部監査
さらに、韓国産業資源部からの マネージメントレビューを実施した後、平成１７年末に完全適合
協力要請に基づき、同国産業資源 を確認しＡＰＬＡＣに報告した。
部技術標準院との技能試験技術協 また、ＩＬＡＣ及びＡＰＬＡＣの相互承認を維持するため、相
力に係る協議を実施する。 互承認を希望する認定事業者について、平成１４年度から実施し

ている定期検査を次のとおり実施した。
（参考資料Ｃ－１・２－（２ ））

イ ＪＮＬＡ定期検査実績

・申込み受付： １７年度 ６件（既認定事業者の登録審
）査への移行により減少

１６年度 ４８件
１５年度 ５４件
１４年度 ５３件

・継続通知件数： １７年度 ９件（うち１７年度実施分６
件、１６年度実施分３
件）

１６年度 ４５件
１５年度 ６６件
１４年度 ３９件

・定期検査における事務処理期間
１７年度：最大６４日、最小６日、平均３７日
１６年度：最大６９日、最小７日、平均３２日
１５年度：最大９７日、最小９日、平均３９日
１４年度：最大６０日、最小４日、平均２５日

ロ ＪＣＳＳ定期検査実績
・申込み受付： １７年度 ５１件（既認定事業者の登録審

）査への移行により減少
１６年度 ６８件
１５年度 ６１件
１４年度 ５１件

・継続通知件数： １７年度 ５２件
１６年度 ６１件
１５年度 ４５件
１４年度 ６０件

・定期検査における事務処理期間：
１７年度：最大１２５日、最小３０日、平均７０日
１６年度：最大 ８２日、最小 ４日、平均３７日
１５年度：最大 ７７日、最小 １日、平均３２日
１４年度：最大 ５８日、最小 ２日、平均３１日

③認定事業者等の能力を確認するため、技能試験を次のとおり実
施した。
イ ＪＮＬＡ
３分野３プログラム（①土木・建築分野、②化学品分野、③給
水・燃焼機器／化学品分野）の技能試験の実施を公表。参加試験
所数が計画（９事業者以上）に満たなかった③の技能試験を除く
２プログラムを適正に実施中。なお、電気分野についてはＭＲＡ
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維持に必要な対象事業者が１者のみであったため、測定監査 とし注

て技能試験を実施した。
また 外部機関等が実施する技能試験２プログラム 繊維分野：、 （
耐光・汗耐光堅ろう度試験他、土木・建築分野：コンクリート圧
縮強度試験）について承認を行い、活用している。

技能試験： １７年度 技能試験 ３分野４プログラム
参加者数 国内 １１５事業者

海外 なし
１６年度 技能試験 ４分野５プログラム

参加者数 国内 １１２事業者
海外 １４事業者

１５年度 技能試験 ７分野６プログラム
参加者数 国内 １３５事業者

海外 ３６事業者
１４年度 技能試験 ７分野７プログラム

参加者数 国内 １７０事業者
海外 ５７事業者

１３年度 技能試験 ７分野８プログラム
参加者数 国内 １８５事業者

海外 ３事業者

また、申請事業者に対して２件の測定監査（電気分野、抗菌分
野）を実施した。

測定監査： １７年度 ２件
１６年度 ２件
１５年度 ２件
１４年度 ０件

注）測定監査とは、ＮＩＴＥと認定・登録申請事業者とがそれぞ
れ１対１で行う技能試験をいい、年度計画に基づき実施する技
能試験を待っていては迅速な認定・登録通知が困難である場合
などに計画とは別に実施するものである。コスト面・効率面で
は不利であるが、ＪＮＬＡ及びＪＣＳＳでは、申請事業者が希
望する迅速な認定通知に応えるため、現行人員の範囲内で測定
監査を実施する体制を整えている。

ロ ＪＣＳＳ
持ち回りによる技能試験を４プログラム（電気２、温度１、圧
力１）を開始した。また、外部機関等が実施する技能試験６プロ
グラム（長さ２、電気４）について承認を行い、活用している。
また、ＡＰＬＡＣ主催の長さの技能試験にＪＣＳＳ登録事業者
から６事業所が参加し、ＫＯＬＡＳ（韓国）主催の技能試験５プ
（ 、 、 、 ） 。ログラム 長さ 電気２ 質量 温度 に２７事業所が参加した

技能試験：１７年度 技能試験 １０プログラム
参加者数 ９３事業者

１６年度 技能試験 ９プログラム
参加者数 ３５事業者

１５年度 技能試験 １０プログラム
参加者数 ８３事業者

１４年度 技能試験 ３プログラム
参加者数 ５０事業者

１３年度 技能試験 ８プログラム
参加者数 ６４事業者

また、ＪＣＳＳについては、申請事業者に対して２１件の測定
監査を行った。

測定監査： １７年度 ２１件
１６年度 ２２件
１５年度 ２０件
１４年度 ２１件

（ ） （ ）(4)ＡＰＬＡＣ及びＩＬＡＣに係 (4)ＩＬＡＣについては、総会に (4)ＩＬＡＣ総会 ニュージーランド 及びＡＰＬＡＣ総会 タイ
参加するとともに ＭＲＡ評議会 に参加するとともに、４つの委員会等を日本に招致し、国際機関る人的貢献を図るため、総会及び 、 、
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技術的認定事項委員会の各委員会 への人的及び技術的貢献を積極的に行った。また、認定機関の二関連委員会への参加等を行う。
に委員として参加する。 国間協力にも積極的に取り組んだ。
また、ＡＰＬＡＣについては、
総会に参加するとともに、ＭＲＡ ①ＩＬＡＣ
評議会、技術委員会の各委員会に ＩＬＡＣ認定委員会を平成１７年４月に日本で開催し、ホスト
委員として参加する。 国として貢献。また、平成１７年９月にニュージーランド（オー
さらに、ＡＰＬＡＣ及びＩＬＡ クランド）で総会が開催され、ＭＲＡ評議会、ＭＲＡ委員会及び
ＣのＭＲＡ評価が実施される場合 認定委員会に専門委員として参加した。
には ＭＲＡ評価員を派遣する 再 当該委員会において積極的に発言し、その結果、多くの意見が、 。（
掲） 反映された。例えば、試験所がＩＬＡＣ／ＭＲＡマークを宣伝媒

体に使用することが可能となり、認定試験所の宣伝効果が高まっ
た。また、ＭＲＡに係る評価レポートがメンバーに配布されるよ
うになり、ＭＲＡの透明性が向上した。
認定委員会においては、技術レベルの高さ及び積極的な国際貢
献を背景に、認定センター職員が校正等検討ＷＧの議長に選出さ
れた。

②ＡＰＬＡＣ
ＡＰＬＡＣ理事会、ＭＲＡ評議会、ＭＲＡ主任評価員研修を平
成１７年４月に日本で開催し、ホスト国として貢献。また、平成
１７年１１月にタイ（チェンマイ）で総会が開催され、理事とし
て理事会に参加するとともに、ＭＲＡ評議会、技術委員会、技能
試験委員会、教育訓練委員会及び広報委員会に専門委員として参
加した。
ＭＲＡ評議会においては、ＭＲＡメンバーの新規加入・継続の
審議を行うとともに、ＩＡＪａｐａｎがＷＧ議長として行ってい
るＭＲＡ文書の改訂に関する検討結果の報告等を行った。また、
ＭＲＡ評議会ではＭＲＡの信頼性向上のため、他国認定機関のＭ
ＲＡ評価報告に対して積極的に発言した。
ＡＰＬＡＣ総会では役員選挙が行われ、今年任期切れとなる認
定センター所長が理事として再選された（任期は２年 。）
技術委員会では認定センター職員が技術委員会委員長を務め、
多くの技術的議題を取りまとめ、主導的役割を果たした。

③ＡＰＬＡＣ／ＭＲＡ評価員の派遣
ＡＰＬＡＣからの要請により、評価チームメンバーとして４回
アメリカ フィリピン メキシコ 台湾 ４名 評価チームリー（ 、 、 、 ） 、
ダーとして１回（アメリカ）１名をＭＲＡ評価に派遣し、ＭＲＡ
評価の信頼性及び透明性の確保に貢献した。
なお、ＡＰＬＡＣには１７名の評価員等を登録している。

④ＡＰＬＡＣ技能試験の提供
ＡＰＬＡＣに２つの技能試験プログラム（ゲージブロックの校
正に係る技能試験、熱伝導率の試験に係る技能試験）を提供し、
ＭＲＡ評価の信頼性の向上に努めるとともに技術的貢献を果たし
た。
（参考資料Ｃ－１・２－（３ ））

⑤国際規格等作成への参画
国際標準化機関(ＩＳＯ)等の適合性評価に関連する国際規格等
作成委員会に委員として積極的に参加し、延べ１４回１４人をス
イス、フランス、パナマ等に派遣した。
なお、参加した委員会は次のとおり。
・ＩＳＯ適合性評価委員会（ＣＡＳＣＯ）のＷＧ２１
（認証機関の認定に係る要求事項）
・ＩＳＯ適合性評価委員会（ＣＡＳＣＯ）のＷＧ２３
（適合性評価機関に対する要求事項の共通的要素）
・ＩＳＯ／技術委員会（ＴＣ）１７６
（マネ－ジメントシステムの認証に係る要求事項）
・国際度量衡局（ＢＩＰＭ）等合同委員会（ＪＣＧＭ）
（国際計量基本用語）

⑥国際支援活動
独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）の実施する計量標準に
係る国際協力プロジェクトであるタイ国家計量標準研究所(ＮＩＭ
Ｔ)技術移転プロジェクトにおいて、国際基準（ＩＳＯ／ＩＥＣ
１７０２５）に適合する品質マネジメントシステム及び技術能力
の構築に係る支援として、ＮＩＭＴに短期専門家等を計２回３名
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派遣した。

⑦日韓計量計測標準定期協議に経済省知的基盤課、産総研ＮＭＩ
Ｊとともに参加し、協議を行った。また、韓国の認定機関ＫＯＬ
ＡＳと認定に係る技術協力に関するＭｏＵを締結した。これによ
り、技能試験に留まらず、認定運営に関する幅広い協力が可能と
なった。

⑧ＪＩＳＣ／ＷＧ１（適合性評価部会）に設置されたＪＩＳ化Ｗ
Ｇ （Ａ，Ｂ，Ｃ）において国際標準化機構で制定された（制定予
定の）国際規格、ガイドに係る翻訳ＪＩＳ作成のための会議に延
べ１４回２８名を派遣し、翻訳作業に参加した。

⑨ＩＳＯ／ＴＣ６９（統計的方法の応用）のＳＣ６の国内委員会
に委員として延べ２回２名を派遣した。同ＴＣが作成したＩＳＯ
／ＴＳ ２１７４８（計測の不確かさの推定における繰り返し性、
再現性及び真度の推定値の使用の手引）のＪＩＳ原案作成委員会
の委員として原案作成に貢献している。

(5)我が国の認定機関間の連絡会 (5) (5)認定機関連絡会我が国の認定機関間の連絡会
を開催し、内外の認定機関情報の 認定機関連絡会を３回開催し、認定制度普及のための広報、技を開催し、内外の認定機関情報の
共有、評価技術の向上、国際貢献 能試験の相互利用、審査員等への教育訓練の共催、国際貢献の相共有、評価技術の向上、国際貢献
のための相互支援を図る。このた 互支援等について意見交換を行った。のための相互支援を図る。
め 同連絡会において 技能試験 また、技術情報セミナーを共催し、本年度はＩＳＯ／ＩＥＣ、 、 、
審査員研修、技術情報セミナー等 １７０２５の改正と技能試験をトピックとし、技術情報を提供す
における相互協力、ＩＬＡＣ、Ａ ることにより、認定機関間の情報共有、申請者の利便性向上、審
ＰＬＡＣの対応に関する調整の可 査員等の審査能力（評価技術）の向上を果たした。この他、ＩＳ
能性を検討する （再掲） Ｏ／ＩＥＣ １７０２５修正規格ＪＩＳ化ＷＧ（ＪＩＳＣ)からの。

要請に基づき、同規格翻訳案文の審議に認定機関連絡会が利害関
係団体として参加し、３回の会議を開催して認定機関のコメント注：上記の計量法に基づく校正事業者 注：上記の計量法に基づく校正事業者
をまとめるなど、認定機関連絡会の事務局として意見とりまとめ認定関係業務は、公益法人に係る改革を 認定関係業務は、公益法人に係る改革を
の中心的役割を担った。推進するための経済産業省関係法律の整 推進するための経済産業省関係法律の整

備に関する法律（平成１５年法律第７６ 備に関する法律（平成１５年法律第７６
(6)ＪＮＬＡ及びＪＣＳＳに係る調査研究・アンケート調査等号）附則第１条第３号の規定に基づき、 号）附則第１条第３号の規定に基づき、
①ＪＮＬＡ制度の信頼性を向上させ、その適切な普及を図るた平成１７年７月１日より登録制度に移行 平成１７年７月１日より登録制度に移行
めに次の調査を行った。するため 同日より表題及び(1)中 認定 するため 同日より表題及び(1)中 認定、 「 」 、 「 」
イ 抗菌分野の技能試験については、平成１５年度に開発しとあるのを「登録」と、(3)中「認定事業 とあるのを「登録」と、(3)中「認定事業
た技能試験サンプルと異なるより均一性に優れているサン者」とあるのを「登録事業者」と 「認定 者」とあるのを「登録事業者」と読み替、
プルの開発を目指して適切な外部機関を選定し、１６年度校正事業者」とあるのを「登録校正事業 えるものとする。
から２年間の委託を実施している。これまでサンプル開発者」と読み替えるものとする。
委員会を３回、開発ＷＧを３回開催した。
ロ 新ＪＮＬＡ登録制度の新たな登録区分の中で、申請が多
くあるものと予測される５分野 に係る試験について不確注

かさの要因の調査を計画し、専門の外部機関（６機関）に
調査委託を行った。
注）５分野（土木・建築分野、鉄鋼・非鉄金属分野、化学
品分野、繊維分野、医療・福祉・保安用品分野）

②ＪＮＬＡ及びＪＣＳＳの申請・認定事業者に対して審査・検
査の満足度に係るアンケート調査を行い、その結果を審査員連

、 、絡会において審査員に周知し 審査レベルの均一化を図った他
さらにＪＣＳＳについては、計測標準フォーラムにおいて認定
センターの制度改善の取り組み事例紹介として講演を行った。
アンケート回収率
ＪＮＬＡ ５２％（８２件中４４件回収）
ＪＣＳＳ ７４％（１０３件中７６件回収）
、 。なお 未回収事業者については１７年度末に再調査を実施した

③特にＪＣＳＳについては、次回の計量法大改正に向けた検討
ワーキンググループに制度運用等の事業者からの要望を積極的
に提言している。

適 ・17年度から制度最初の更新時期に３．ダイオキシン類等極微量分 ３．ダイオキシン類等極微量分析 ３．ダイオキシン類等極微量分析 ３．ダイオキシン類等極微量分析証明事業者等認定関係業務 受
入り、制度始まって以来最大の認析証明事業者等認定関係業務 証明事業者等認定関係業務

(1)計量法に基づく特定計量証明事業者認定関係業務について、次 動 定件数である89件（内86件は認定計量法に基づく特定の物質の (1)特定計量証明事業を行う者 特 証明事業者等認定関係業務（
） 、 、計量に係る計量証明事業者の認 定計量証明事業者）の認定は、Ｊ (1)ＪＣＳＳ及びＪＮＬＡの認定 評 のとおり実施した。 型 更新審査 を認定したこと また
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手法を参考に策定したＭＬＡＰ認 ・申請受付け： １７年度 １００件（うち更新申請９４件） 他の認定機関のMLAP業務廃止に伴定関係業務を審査内容の国際的 ＮＬＡ及びＪＣＳＳの認定制度運
定システムに基づき、特定計量証 １６年度 １４件 い、経済大臣から業務移管にも、水準を維持しつつ迅速かつ効率 営経験を活用しつつ国際的な認定
明事業を行う者（特定計量証明事 １５年度 １９件 審査員と専門家の効率的な活用に的に実施する。さらに、必要に 手法を準用する。
業者）の認定及び認定の更新を円 １４年度 １２１件 より、効率的に対応し実施できた応じて特定計量証明事業者の品
滑に実施する。 ことは、高く評価できる。質システムの状況を確認するた

・評定委員会開催：１７年度 １４回 ・16年度に実施した技能試験の結めの調査を行う。
１６年度 ７回 果、他のはずれた値をだした約80
１５年度 １０回 事業者の原因分析、是正措置の内
１４年度 １３回 容を検証し、その結果必要な事業

者に再測定を指示するなど制度全
・認定件数： １７年度 ８９件(うち更新件数８６件。１６ 体の信頼性の確保に貢献したこと

年度申請分１０件、１７年 は、高く評価できる。
度申請分７９件。１７年度 ・認定取消処分につながる認定事業
申請分認定拒否１件、取下 者への立入検査を経済産業省と共
げ２件） 同で行うとともに、認定取消し処

１６年度 ８件 分がされたこと受けて、他の認定
１５年度 ２５件 事業者に対して、制度信頼性確保
１４年度 ８８件 のために品質管理システム、技術

の維持・向上に努めるよう要請す
・認定申請から通知までの期間 るなど、的確に業務を実施した。
１７年度に処理した認定案件のうち、７件について標準処理期
間（１００日）を超えた。 ・H17は初の更新審査を実施．大量
これは ＮＩＴＥ認定分に加え 日本適合性認定協会 ＪＡＢ 申請に問題なく対応した。特に，、 、 （ ）
で認定を受けていた事業者からの更新申請が集中することが予想 技能試験で一部試験所の能力に疑
されたため その対策として事業者に早めに申請 有効期限の６ヶ 義が生じたが，試験所が最終結果、 （
月前から申請）をするように協力要請を行ってきたが、有効期限 を出すにいたる測定・計算過程に
間際になって申請をしてきた事業者があったためである。有効期 立入って検証。細かい入念な検証
限が切れた事業者は一時的に業務を行うことが出来なくなってし を行い，適切な指導,厳格な対応
まうため、事業者が不利益を被らないよう、現地審査日を早めに を行ったことを評価
設定し、評定委員会の日程を調整するなどの対応をとり、有効期
限内に認定を更新することが出来たが、このような事業者の対応
を優先したため、余裕を持って申請してきた事業者の標準処理期
間が１００日を若干超えたケースが発生したためである。なお、
この７件の事業者については有効期限内に更新を行っている。

証明事業者の認定申請を一層 (2)(2)証明事業者の認定申請を容易 (2)
容易にするため、既公表文書につ ①ダイオキシン類測定方法に係るＪＩＳ規格（ＪＩＳ Ｋ０３１１にするためにガイダンス文書を作
いて適宜見直しを行う。 及びＪＩＳ Ｋ０３１２）の改正（６月）について、迅速にホーム成し、公表する。
また、必要に応じて認定制度実 ページで認定事業者へ情報提供するとともに、改正された測定方また、認定制度実施に係る説明
施に係る説明会を開催し、申請者 法への適合について周知徹底を図った。会を開催し、申請者の利便性及び
の利便性及び認定処理の効率化を認定処理の効率化を図る。
図るとともに、認定制度を普及す ②ＪＩＳ規格の改正に伴い、サンプリングスパイクが行われてい
るための広報を行う。 ない持込試料等に係る質問が事業者から４件あり、迅速に回答す

るとともに、認定事業者及び申請者への情報提供としてＱ＆Ａを
作成し、ホームページに掲載した。

③経済省で定める認定基準の改正（８月）及び運用解釈の見直し
に伴い、ホームページで公表している「事前チェックリスト」及
び「申請の手引き」について迅速に見直しを行い、変更点の解説
を含めホームページに掲載し、申請者の利便性向上を図った。

④経済省によりＭＬＡＰ制度初の認定取消し処分がされたことを
受け、認定事業者に対しその情報提供を行うとともに、制度の信
頼性確保のため 認定事業者の品質管理システム及び技術の維持・、
向上に努めるよう要請を行った。

⑤認定・登録制度に係る説明会を、ＪＮＬＡ、ＪＣＳＳと共同で
１月に開催した技術情報セミナーで実施 （再掲）。

⑥化学センターと共同で分析展（８月）に初めて出展し、他のプ
ログラムと共同で認定制度の普及・広報活動を行った。
（参考資料Ｃ－３－（１ ））

品質システムの審査にＪＮＬ (3)ＪＮＬＡ、ＪＣＳＳと共同で審査員の増強を図るため試験所・(3)品質システムの審査は、ＪＮ (3)
Ａ及びＪＣＳＳの審査資格を有す 校正機関認定審査員研修を実施した。ＬＡ及びＪＣＳＳの審査資格を有
る職員を活用するとともに、審査する職員を活用する。
資格を有する職員の増強を図るた ・試験所・校正機関認定審査員研修（再掲）
め、資格取得に係る講習会、教育 １７年度 ３回
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訓練を他の認定プログラムと共同 １６年度 ３回
で少なくとも年２回実施する。 １５年度 ２回

１４年度 ２回
１３年度 ３回

・審査員新規登録数
１７年度 ＭＬＡＰ ３名
１６年度 ＭＬＡＰ ５名
１５年度 ＭＬＡＰ ３名
１４年度 ＭＬＡＰ ２４名
１３年度 ＭＬＡＰ ３５名

・審査員連絡会（審査員への最新情報の提供 （再掲））
１７年度 ４回
１６年度 ３回
１５年度 ２回
１４年度 ２回
１３年度 ２回

・技術アドバイザーの増強
１７年度に極度に集中する認定更新審査を確実に進めるため、
技術アドバイザーを増強する必要があり、候補者を対象とした説
明会を２回実施（１９名参加 。その後、技術アドバイザー研修を）
実施し、１７名を新規に登録した。

計量法に基づく特定計量証明 (4)(4)計量法の遵守状況を確認する (4)
事業者に対する立入検査について ①立入検査ため経済産業大臣の指示に従って
経済産業大臣の指示があった場合 本年度は経済産業大臣が行う立入検査への同行の指示が１件あ同法に基づく立入検査を的確に実
には、当該指示に従って検査して り、適切に実施した。施するとともに、特定計量証明事
その結果を経済産業大臣に速やか １７年度 １件業者の分析技術を確認するため必
に報告する。 １６年度 ０件要に応じて技能試験を実施する。
また、特定計量証明事業者の分 １５年度 ０件さらに、必要に応じて特定計量証
析技術を確認するために独立行政 １４年度 ２３件明事業者の品質システムの状況を
法人産業技術総合研究所と連携し確認するための調査を行う。
て次回の技能試験の実施に向けて ②技能試験
準備を開始する。 昨年度の技能試験において結果が不十分であった７９事業者か
さらに、特定計量証明事業者の らの原因分析、是正措置の報告内容の妥当性について、産総研の
品質システムの実施状況を確認す 協力のもと検証を行った。このうち、是正措置の効果を確認する
るためのフォローアップ調査を行 ため６事業者に再測定を指示。この再測定も踏まえ、すべての事
う。 業者の是正措置の内容が適切と判断した。

これらの是正措置の評価により、認定事業者の技術の維持・改
善をバックアップし、ＭＬＡＰ制度全体の信頼性の確保に大きく
貢献した。
また、産総研と連携し、２回目の技能試験の実施について準備
を開始した。

③フォローアップ調査
認定後の事業者が適切に計量管理を行っているか確認し、その
信頼を確保するためにフォローアップ調査を２件計画。１件は事
業廃止したため、１件を実施した。

(5)ＭＬＡＰ制度の信頼性の向上及び制度運営の改善等を図るた
め、申請・認定事業者に対して、審査・調査の満足度にかかるア

。 、ンケート調査を行った その結果を審査員連絡会において周知し
審査レベルの均一化を図った。
アンケート回収率 ７９％（８９件中７０件回収）
、 。なお 未回収事業者については１７年度内に再調査を実施した

(6)ＪＡＢのＭＬＡＰ業務撤退により、経済産業大臣より業務の移
管を受け、適切に処理を行った。

４．標準物質関係業務 ４．標準物質関係業務 ４．標準物質関係業務 化 ４．標準物質関係業務 受 ・78物質を保管するととともに、保
計量標準基盤の整備 国際関係業務 情報提供業務について 動 管している有機基準物質全て（39、 、 、

(1)既に機構が保有している標準物 それぞれ次のとおり実施した。 型 物質）について長期保存安定性の(1)平成１７年度までに告示され (1)平成１７年度までに告示され
質を調製するための基準物質７ 学 (1) 計量標準基盤の整備 確認を行う等的確に業務を実施しる標準物質を調製するための る標準物質を調製するための基
８物質（無機３９物質、有機３ 標準物質を調製するための基準物質７８物質を適切に保管する ていることは、評価できる。基準物質（約１５０物質）に 準物質（約１５０物質）につい
９物質）のほかに、新たに告示 とともに、有機基準物質の３８物質について長期保存安定性の確 ・国内標準物質データベース（RMinついて、適切に保管するとと て、各物質ごとに定めた保管条
されるものについて適切に保管 認を行った。なお、有機基準物質のすべての確認を終了した。 fo）に、環境分野においては海底もに長期保存安定性を確認し 件で保管し、長期保存安定性の
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するとともに、有機基準物質に 質標準物質、ばいじん標準物質、て基準物質としての適格性を 確認周期を定め、測定を行う。
ついて年１回長期保存安定性の ・保管する基準物質数 PCB標準物質、健康分野ではコレ判断する。また、必要に応じ 注）

確認を行う。 １７年度 ７８物質（無機３９物質、有機３９物質） ステロール標準物質等社会的ニーて計量法第１３５条第１項に
１６年度 ７８物質（無機３９物質、有機３９物質） ズの高い標準物質について登録をよる標準物質の値付けを行う。
１５年度 ７８物質（無機３９物質、有機３９物質） 積極的に働きかける等能動的な登
１４年度 ７３物質（無機３９物質、有機３４物質） 録業務を実施したこと及びデータ
１３年度 ６４物質（無機３９物質、有機２５物質） ベースについて、キワード検索か

ら全文検索ができるように改良し
・長期保存安定性確認 利用者の利便性が向上したこと
１７年度 有機３９物質 は、評価できる。

、１６年度 有機４０物質 ・COMARの運営の国内事務局として
１５年度 有機３８物質 国内標準物質の情報提供やCOMAR
１４年度 有機３４物質 運営委員会及び中央事務局の対応
１３年度 有機２５物質 を的確に行っていることは、評価

できる。
維持管理した物質種類数。注：
平成１７年度までに告示された１１２件の標準物質に対応する基準物質
数１４６物質に相当。

(2)保存安定性の確認において基準 (2) 上記(1)における長期保存安定性の確認において、３物質に経(2)基準物質を消費した場合又は
物質に経時変化が認められた場 時変化の疑いが認められたが、開発を行った産総研と技術的検保存安定性の確認において基準
合には、開発を行った独立行政 討を加えた結果、維持管理を継続することとなった。また、今物質に経時変化が認められた場
法人産業技術総合研究所と協議 年度末をもって、当該業務は、産総研に移管することとなって合、基準物質を創製し値付けを
を行い対応を図る。 いるため、業務引継ぎに必要な打合せ等を行った。行う。

(3)計量法第１３５条第２項に基づ (3) 今年度は、計量法第１３５条第２項に基づく経済産業大臣の(3)計量法１３５条第２項に基づ
く経済産業大臣の公示により、 公示によりＮＩＴＥが校正機関とされる標準物質はなかった。く経済産業大臣の公示により、
機構が校正機関とされた標準物機構が校正機関とされた標準物
質については、依頼に応じて値質について値付けを行う。
付けを行う。

(4)標準物質総合情報システムの適 (4) 情報提供業務(2) 標準物質情報の中核機関と (4)標準物質総合情報システムの
切な運用管理を行うとともに、 標準物質総合情報システム（ＲＭｉｎｆｏ）を適切に運用すして、標準物質情報を収集し 適切な運用管理を行うととも
関係機関に年３回の調査を行い るとともに、標準物質に関する有識者で構成される標準物質情内外に情報の提供を行う。 に、関係機関に対する調査によ
データベースの更新を行うほか、 報関係委員会を２回開催（平成１４～１６年度は、各年３回開る迅速な情報の更新を行い、イ
標準物質関連情報について情報 催、今年度から、本委員会のほかに登録小委員会を設置）し、ンターネット等により情報を提
収集に努めて内容の充実を図る。 国内で供給される標準物質をＲＭｉｎｆｏ及び国際標準物質供する。
また、新たな情報の登録は、 データベース（ＣＯＭＡＲ）に登録すべきか否か、データ登録

、 、外部有識者からなる委員会の意 の要件について審議したほか ＲＭｉｎｆｏのコンテンツ更新
見を踏まえて行う。 アクセス数の変化などの運営に関する報告を事務局であるＮＩ

ＴＥから行った。
また、国内唯一の標準物質情報の提供機関として、標準物質
の普及活動（展示会出展）を行ったほか、ＲＭｉｎｆｏにすで
にデータを登録している機関等に対し、データの変更・追加の
有無等について年３回の調査を行った。
また、標準物質の登録と検索の容易さを目的としてシステム
の全面改修を実施した。
今年度は３機関の新規登録機関の登録を得るとともに、コレ
ステロール標準物質等社会的ニーズの高い標準物質について、
関係機関に働きかけ、新たにデータの登録を行った。
（参考資料：Ｃ－４－(1)）
ＲＭｉｎｆｏトップページへのアクセス件数等は、次のとお
り
・アクセス件数 １７年度 日本語版 月平均１，４３６件

英語版 １３０件
１６年度 日本語版 月平均１，８２９件

英語版 月平均 ９３件
１５年度 日本語版 月平均１，６３１件

英語版 月平均 １５０件
１４年度 日本語版 月平均１，６６０件

英語版 月平均 １４０件

・コンテンツ更新 １７年度 ２４件
１６年度 ２５５件
１５年度 ３６６件
１４年度 ４４９件
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・データ更新（認証標準物質について、追加,更新.削除）
１７年度 ７８件
１６年度 ４９件
１５年度 １１７件
１４年度 ６４１件

・お問い合わせ窓口への回答数 １７年度 １７件
１６年度 ２０件

（全件回答） １５年度 ４０件
１４年度 ４９件

の国内事務局とし (5) 国際関係業務(3) ＣＯＭＡＲ の運営の国内事 (5)ＣＯＭＡＲ の運営の国内事務 (5)ＣＯＭＡＲ注 注 注

（ ）務局としての役割を果たす。 局として、登録基準に適合した国 て、ＣＯＭＡＲに登録されている １０月にＣＯＭＡＲ運営について定めた新メモランダム 覚書
日本の標準物質のデータ更新及び に調印したほか、新しくコーディングセンターになることを計画注：ＣＯＭＡＲとは、標準物質を登 内標準物質を中央事務局に申請す
新たな標準物質の登録を行う。 している韓国の国家標準機関に対し、ＣＯＭＡＲについての情報録した 国際的なデータベース をいう「 」 。 るとともに、国際標準物質情報を
また、ＣＯＭＡＲ運営会議に出 を提供し、協力を行うとともに、ＲＭｉｎｆｏ及び日本の標準物広く提供する。また、ＣＯＭＡＲ
席して国内の意見を運営に反映さ 質について紹介した。運営会議に出席して国内の意見を
せる。運営に反映させる。

注：COMARとは 標準物質を登録した 国 注：COMARとは 標準物質を登録した 国、 「 、 「
際的なデータベース」をいう。 際的なデータベース」をいう。

適 受 ・製品安全４法で規定された適合性５．製品安全４法 で規定された ５．製品安全４法 で規定された 製品安全４法 で規定された 製品安全４法 で規定された国内（外国）登録検査機関の登注 注 注 注５． ５．
評価機関関係業務2件の調査（平国内（外国）登録検査機関の登 国内（外国）登録検査機関の登録 国内（外国）登録検査機関の登録 録等関係業務

動 成14年度0件、平成15年度19件、録等関係業務 等関係業務 等関係業務
製品安全４法に基づく国内（外 評 (1) 型 平成16年度4件）を的確に実施し製品安全４法に係る国内（外 (1)製品安全４法等に基づく国内 (1) 製品安全４法に基づく国内（外国）登録検査機関の登録等の

の登録 国）登録検査機関の登録等のため ている。国）登録検査機関の登録等のた （外国）登録検査機関 等の ための調査は、経済産業大臣からの指示があった２件（外国）に
国際標準化機構及 の調査は、国際標準化機構及び国 ・工業標準化法（JNLAを除く）及びめの調査及び国内（外国）登録 ための調査は、 ついて実施し、その結果を速やかに報告した。

び国際電気標準会議が定めた製品 際電気標準会議が定めた製品の認 計量法（JCSSを除く）の立入検査検査機関等に対する立入検査を
（ ） 。的確に実施する。 の認証を行う機関に関する基準等 証を行う機関に関する基準等に適 １７年度 ２件 124件 を的確に実施している

に適合 合するかを調査して、その結果を １６年度 ４件 ・オーストラリア政府との口上書に注：消費生活用製品安全法、液化石 するかを調査してその結果
速やかに経済産業大臣に報告する １５年度 １９件 基づく自動車の工場等への生産設油ガスの保安の確保及び取引の適正化に を速やかに経済産業大臣に報告す 。

１４年度 ０件 備適合検査及び試験施設検査につ関する法律、ガス事業法、電気用品安全 る。
１３年度 ６件 いて昨年とほぼ同じ件数（15件）法を言う （以下同じ ）。 。

を的確に実施している。

・工業標準法改正などで立入り検査
製品安全４法に基づく国内（外 (2) 業務などは減少。一方,新JISマー(2)製品安全４法等に基づく国内 (2) 製品安全４法に基づく国内（外国）登録検査機関等に対する
国）登録検査機関等に対する立入 ク制度の目玉ともいうべき試買検（外国）登録検査機関等に対する 立入検査は、経済産業大臣からの指示がなかったため、実施して
検査は、経済産業大臣からの指示 査について運営委員会を立ち上げ立入検査は、経済産業大臣の指示 いない。
があった場合には、国内（外国） て適切に対応した。に従って認定を検査してその結果
登録検査機関等の業務の状況等を １７年度 ０件を経済産業大臣に速やかに報告す
検査して、その結果を経済産業大 １６年度 ０件る。
臣に速やかに報告する。 １５年度 ０件注：消費生活用製品安全法、液化石油

１４年度 ０件ガスの保安の確保及び取引の適正化に関 注：製品安全４法は、消費生活用製品
１３年度 ０件する法律、ガス事業法、電気用品安全法 安全法、液化石油ガスの保安の確保及び

。 。 、 、を言う （以下同じ ） 取引の適正化に関する法律 ガス事業法
電気用品安全法を言う （以下同じ ）。 。

６．特定機器に係る適合性評価 ６．特定機器に係る適合性評価の ６．特定機器に係る適合性評価の ６．特定機器に係る適合性評価の相互承認関係業務適
の相互承認関係業務 相互承認関係業務 相互承認関係業務
特定機器に係る適合性評価の (1) 特定機器に係る適合性評価の (1) 特定機器に係る適合性評価の欧州共同体及びシンガポール共特定機器に係る適合性評価の 評 (1)
相互承認の実施に関する法律に 相互承認の実施に関する法律に基 和国との相互承認の実施に関する法律に基づく調査は、経済産業欧州共同体及びシンガポール共和
係る適合性評価機関認定等のた づく調査は、経済産業大臣の指示 大臣からの指示がなかったため、実施していない。国との相互承認の実施に関する法

律に基づく調査は、経済産業大臣めの調査及び認定適合性評価機 に従って国外適合性評価事業の実
の指示に従って国外適合性評価事 １７年度 ０件関等に対する立入検査を的確に 施に係る体制について実地調査を
業の実施に係る体制について実地 １６年度 ０件実施する。 行い、その結果を経済産業大臣に
調査を行い、その結果を経済産業 １５年度 ０件また、相互承認の実施可能性 速やかに通知する。
大臣に速やかに報告する。 １４年度 ０件を検討するために必要な調査を

１３年度 ０件行う。

(2) 特定機器に係る適合性評価の (2) (2)特定機器に係る適合性評価の欧州共同体及びシンガポール共特定機器に係る適合性評価の
相互承認の実施に関する法律に基 和国との相互承認の実施に関する法律に基づく認定適合性評価機欧州共同体及びシンガポール共和
づく認定適合性評価機関等に対す 関等に対する立入検査は、経済産業大臣からの指示がなかったた国との相互承認の実施に関する法
る立入検査は、経済産業大臣の指 め、実施していない。律に基づく認定適合性評価機関及

び指定調査機関に対する立入検査 １７年度 ０件示に従って認定適合性評価機関等
は、経済産業大臣の指示に従って １６年度 ０件の業務の状況等を検査して、その
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認定適合性評価機関等の業務の状 １５年度 １件結果を経済産業大臣に速やかに報
況等を検査して、その結果を経済 １４年度 ０件告する。
産業大臣に速やかに報告する。 １３年度 ０件

(3)相互承認の実施可能性を検討 (3) (3)海外適合性評価機関等実態調査業務は、９月２７日から１０アジア太平洋地域の適合性評
するために必要な海外の適合性評 月５日にかけてベトナム（４機関 、インド（６機関）の適合性価機関及び認定機関の活動状況に ）
価制度や適合性評価機関等の能力 評価機関等の現地調査を行い、報告書を作成し、関係機関に送付関する資料収集を行うとともに、
に係る調査を行う。 した。必要に応じて、これらのうちいく

つかの機関を訪問し、情報交換を
行うことによって更に詳細な関連
情報を収集し これら情報の検討・、
評価を行う。

７．工業標準化法で規定された登 ７．工業標準化法で規定された登 ７．工業標準化法で規定された登 工業標準化法で規定された登録認証機関の登録等関係業務７．
録認証機関の登録等関係業務 録認証機関の登録等関係業務 録認証機関の登録等関係業務
工業標準化法に係る認証機関の (1)工業標準化法に基づく国内（外 (1)工業標準化法に基づく国内（外 (1）平成１７年１０月に施行された新ＪＩＳ制度に基づく登録認
登録等のための調査及び登録認証 国）登録認証機関の登録のための 国）登録認証機関の登録のための 証機関の登録のための調査は、経済産業大臣（又は関東経済産業
機関に対する立入検査を的確に実 調査は 経済産業大臣の指示に従っ 調査は 経済産業大臣の指示に従っ 局長）から指示のあった１５件のうち、１０件実施（経済産業省、 、
施する。 て国際標準化機構及び国際電気標 て国際標準化機構及び国際電気標 との合同）し、その結果を速やかに報告した。未実施の５件は、

準会議が定めた製品の認証を行う 準会議が定めた製品の認証を行う 経済産業省からの現地審査の指示待ちの状況である。
機関に関する基準等に適合するか 機関に関する基準等に適合するか また、経済省からの要請に基づき、経済産業省主催のＪＡＳＣ
どうかの調査を行い、その結果を どうかの調査を行い、その結果を 審査員研修にＩＳＯ／ＩＥＣ １７０２５の解説講師として５名
経済産業大臣に速やかに報告する 経済産業大臣に速やかに報告する （２回 、日本規格協会主催のＪＩＳ品質管理責任者セミナーに同。 。 ）

じく８名（７回）派遣し、新ＪＩＳ制度の普及に貢献した。
（参考資料Ｃ－７・８－（１ ））

工業標準化法に基づく国内（外 工業標準化法に基づく国内（外 (2)(2) (2)
国）登録認証機関に対して、経済 国）登録認証機関に対して、経済 ①登録認証機関に対する立入検査は、経済産業大臣からの指示が
産業大臣の指示等に従って、国際 産業大臣の指示等に従って、国際 なかったため、実施していない。
標準化機構及び国際電気標準会議 標準化機構及び国際電気標準会議 ②試買検査
が定めた製品の認証を行う機関に が定めた製品の認証を行う機関に 平成１７年７月に第１回試買検査運営委員会を開催し、試買検
関する基準等に継続して適合する 関する基準等に継続して適合する 査対象品目（６品目）及び試験項目について決定。９月に試買検
かどうかの立入検査及び試買検査 かどうかの立入検査及び試買検査 査対象商品の調査、買上、試験の外注、試験結果の取りまとめを
を行い、その結果を経済産業大臣 を行い、その結果を経済産業大臣 行う業者と役務契約を締結し、試買検査を実施。平成１８年３月
に速やかに報告する。 に速やかに報告する。 １日に試買検査対象品目の試験に知見を持つ専門家を招致して第

２回試買検査運営委員会を開催し、試買検査結果について評価を
実施した。３月１５日に契約業者から最終報告書の提出を受け、
３月３１日に経済産業大臣に報告した。

． （ ． 。）、８．工業標準化法(７．の登録等 ８．工業標準化法（７．の登録等 ８．工業標準化法（７．の登録等 ８ 工業標準化法 ７ の登録等関係業務及びＪＮＬＡを除く適
関係業務及びＪＮＬＡを除く 、 関係業務及びＪＮＬＡを除く 、 家庭用品品質表示法及び計量法（ＪＣＳＳを除く ）に基づく立。） 。） 。

関係業務及びＪＮＬＡを除く ) 家庭用品品質表示法及び計量法 家庭用品品質表示法及び計量法 入検査関係業務。、
評家庭用品品質表示法及び計量法 （ＪＣＳＳを除く ）に基づく立 （ＪＣＳＳを除く ）に基づく立。 。

（ＪＣＳＳを除く ）に基づく立 入検査関係業務 入検査関係業務。
入検査関係業務 (1) (1)工業標準化法（７．の登録等関係業務及びＪＮＬＡを除く ）(1)工業標準化法の一部を改正する 工業標準化法の一部を改正す 。
工業標準化法(７．の登録等関 に基づく立入検査関係業務については、次のとおり実施した。法律（平成１６年法律第９５号） る法律 平成１６年法律第９５号（ ）

による改正前の工業標準化法に基 による改正前の工業標準化法に基係業務及びＪＮＬＡを除く。)、
家庭用品品質表示法及び計量法 ・ＪＩＳ工場立入検査づく認定製造(加工)業者、指定(承 づく認定製造（加工）業者、指定
（ＪＣＳＳを除く ）に基づく立 経済産業大臣から指示があった１００工場のうち、工場廃止、。 認)認定機関及び指定(承認)検査機 承認 認定機関及び指定 承認（ ） （ ）
入検査を的確に実施する。 表示認定辞退した９工場を除く９１工場について立入検査を実施関に対する立入検査は、経済産業 検査機関に対する立入検査は、経

し、その結果をすべて３週間以内に報告 。大臣の指示に従って製造業者等の 済産業大臣の指示に従って製造業 した
品質管理、技術的生産条件等及び 者等の品質管理、技術的生産条件 １７年度 ９１件
認定機関等の業務の状況等を検査 等及び認定機関等の業務の状況等 １６年度 １３３件
してその結果を経済産業大臣に速 を検査して、その結果を経済産業 １５年度 １３１件
やかに報告する。 大臣に速やかに報告する。 １４年度 １４５件

１３年度 １５０件

指定（承認）認定機関及び指定（承認）検査機関・
経済産業大臣から指示があった指定検査機関１６機関及び承認
検査機関５機関の計２１件について立入検査を実施し、 結果その
を２週間以内に報告し 。た

17年度 16年度 15年度 14年度 13年度
指定認定機関 ０件 ４件 １件 ６件 １件
承認認定機関 ０件 ２件 ２件 １件 ０件
指定検査機関 １６件 １６件 １２件 ０件 ６件
承認検査機関 ５件 ５件 ５件 ０件 ０件
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（参考資料Ｃ－７・８－（１ ））

(2)工業標準化法に基づく認証製造 (2)工業標準化法に基づく認証製造 (2)工業標準化法に基づく認証製造業者等及び認証加工業者に対す
業者等及び認証加工業者に対する 業者等及び認証加工業者に対する る立入検査は、経済産業大臣からの指示がなかったため、実施し
立入検査は、経済産業大臣の指示 立入検査は、経済産業大臣の指示 ていない。
に従って製造品質管理体制、加工 に従って製造品質管理体制、加工
品質管理体制等を検査して、その 品質管理体制等を検査して、その
結果を経済産業大臣に速やかに報 結果を経済産業大臣に速やかに報
告する。 告する。

家庭用品品質表示法に基づく 生 (3)家庭用品品質表示法に基づく立入検査については、１７年度は(3)家庭用品品質表示法に基づく (3)
立入検査は、同法第１９条第４項 ・ 経済産業省より立入検査の指示を受けていない。立入検査は、同法第１９条第４項
に基づく経済産業大臣の指示に 福に基づく経済産業大臣の指示に
従って同法の遵守状況を検査して従って同法の遵守状況を検査して
その結果を経済産業大臣に速やかその結果を経済産業大臣に速やか
に報告する。に報告する。

(4)計量法に基づく届出製造事業 (4) (4)計量法（ＪＣＳＳを除く ）に基づく立入検査関係業務につい計量法に基づく届出製造事業 適 。
者等に対する立入検査は、同法第 ては、経済産業大臣から指示があった７事業所について立入検査者等に対する立入検査は、同法１
１６８条の６第２項に基づく経済 を実施し、その結果を２週間以内に報告し 。６８条の６第２項に基づく経済産 評 た

業大臣からの指示に従って工場等 １７年度 ７件産業大臣からの指示に従って工場
を検査してその結果を経済産業大 １６年度 １４件等を検査してその結果を経済産業
臣に速やかに報告する。 １５年度 １２件大臣に速やかに報告する。

１４年度 １２件
１３年度 １１件

９．国際提携関係業務 ９．国際提携関係業務 ９．国際提携関係業務 ９．国際提携関係業務適
オーストラリア政府との口上書 １７年度は、オーストラリア当局から生産適合監査（ＣＯＰ）オーストラリア政府との口上 オーストラリア政府との口上書
に基づく同国向け自動車及びその 評 ７件及び試験施設検査（ＴＦＩ）８件の検査依頼があり、その結書に基づき、オーストラリア自 に基づく同国向け自動車及びその
部品製造事業者に対する生産適合 果をオーストラリア当局から指示されている６週間以内に報告し動車設計規則（ＡＤＲ）に従っ 部品製造事業者に対する生産適合
検査（ＣＯＰ）及びその試験施設 た。た同国向け自動車及びその部品 検査（ＣＯＰ）及びその試験施設
検査（ＴＦＩ）は、オーストラ 平成１７年度 ＣＯＰ ７件 ；ＴＦＩ ８件製造事業者の生産適合検査及び 検査（ＴＦＩ）は、オーストラリ
リア自動車設計規則（ＡＤＲ）に 平成１６年度 ＣＯＰ ９件 ；ＴＦＩ ７件その試験施設検査を的確に実施 ア自動車設計規則（ＡＤＲ）に照
照らして計画的に実施してその結 平成１５年度 ＣＯＰ ９件 ；ＴＦＩ １０件する。 らして計画的に実施してその結果
果をオーストラリア政府に報告す 平成１４年度 ＣＯＰ １０件 ；ＴＦＩ １３件をオーストラリア政府に報告す
る。 平成１３年度 ＣＯＰ １０件 ；ＴＦＩ １０件る。


